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1. 平成29年3月期第2四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年9月30日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第2四半期 50,930 △4.5 △4,403 ― △4,022 ― △4,169 ―
28年3月期第2四半期 53,330 24.8 △4,593 ― △4,717 ― △10,057 ―

（注）包括利益 29年3月期第2四半期 △4,976百万円 （―％） 28年3月期第2四半期 △11,379百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

29年3月期第2四半期 △28.88 ―
28年3月期第2四半期 △69.67 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年3月期第2四半期 117,693 28,403 24.1
28年3月期 132,264 33,383 25.2
（参考）自己資本 29年3月期第2四半期 28,318百万円 28年3月期 33,300百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
29年3月期 ― 0.00
29年3月期（予想） ― 0.00 0.00

3. 平成29年 3月期の連結業績予想（平成28年 4月 1日～平成29年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 100,000 △9.9 △14,800 ― △14,300 ― △13,900 ― △96.29



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）詳細は、添付資料Ｐ.３「２. サマリー情報（注記事項）に関する事項 （１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績などは様々な要因により大きく異なる可能性があります。 詳細は、添付資料Ｐ.３「１．
当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期2Q 146,750,129 株 28年3月期 146,750,129 株
② 期末自己株式数 29年3月期2Q 2,398,603 株 28年3月期 2,396,024 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期2Q 144,352,939 株 28年3月期2Q 144,359,398 株



（参考）個別業績予想 

平成 29年 3 月期の個別業績予想（平成 28年 4月 1日～平成 29 年 3月 31 日） 

（％表示は、対前期増減率） 

   売上高 経常利益 当期純利益 
1株当たり当期 

純利益 

 

通期 

百万円 

87,000  

 ％ 

△5.5 

百万円 

△14,500 

％ 

－ 

百万円 

△14,100 

％ 

－ 

円 銭 

△97.67 

（注）直前に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、各種政策の効果などにより雇用情勢が改善していますが、新興国経

済の減速の影響などから、生産や輸出に鈍さが見られます。 

　このような経営環境のもと、当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績は、国内向け鉄道車両は増加した

ものの、海外向け鉄道車両が減少し、売上高は前年同四半期比４.５％減少の５０９億３０百万円となりました。

利益面につきましては、海外向け鉄道車両案件における損失引当の計上などにより、営業損失は４４億３百万円

（前年同四半期は営業損失４５億９３百万円）、経常損失は４０億２２百万円（前年同四半期は経常損失４７億

１７百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は４１億６９百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四

半期純損失１００億５７百万円）となりました。 

　セグメント別状況は以下のとおりであります。 

①鉄道車両事業 

　ＪＲ東海向けおよびＪＲ西日本向けＮ７００Ａ新幹線電車のほか、名古屋鉄道向け電車、名古屋市交通局向け電

車、東京メトロ向け銀座線電車、東京都交通局向け大江戸線電車などの売上がありました。海外向け車両としまし

ては、米国向け２階建て電車などの売上がありました。その結果、鉄道車両事業の売上高は、海外向け車両が減少

したことなどにより、２７７億７９百万円と前年同四半期比１３.７％減少となりました。 

②輸送用機器・鉄構事業 

　輸送用機器におきましては、コンテナ貨車が増加したほか、ディーゼル機関車などの売上があり、売上高は５９

億６０百万円と前年同四半期比６.５％増加となりました。 

　鉄構におきましては、東日本高速道路向け白竜大橋などの橋梁製作、常葉川跨線橋などの架設工事のほか、東海

道新幹線大規模改修工事などの売上がありました。その結果、売上高は３７億７７百万円となり、架設工事が進捗

したことなどにより前年同四半期比６.８％増加となりました。 

　以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は９７億３７百万円と前年同四半期比６.６％増加となりました。 

③建設機械事業 

　建設機械におきましては、国内向けで東日本大震災復興工事や東京オリンピック関連工事の需要などにより、大

型杭打機などが増加したほか、海外向けでは韓国向け大型杭打機などを輸出しました。 

　発電機につきましては、海外向け発電機が減少したことなどから、売上は減少しました。 

　以上の結果、建設機械事業の売上高は１０７億７２百万円と前年同四半期比５.４％増加となりました。 

④その他 

　鉄道事業者向け車両検修設備のほか、各地のＪＡ向け営農プラントの改修工事、家庭紙メーカー向け製紙関連設

備、レーザ加工機、鉄道グッズ販売などの売上があり、その他の売上高は２６億４０百万円と前年同四半期比

４７.３％増加となりました。 

（２）財政状態に関する説明

①資産 

　流動資産は前期末に比べ１６.１％減少し６４６億３８百万円となりました。これは、主に海外向けの鉄道車両

に係る棚卸資産が減少したことによるものであります。固定資産は前期末に比べ４.０％減少し５３０億５４百万

円となりました。これは、主に米国子会社の有形固定資産に係る為替換算額が、前期末と比べて円高の影響で減少

したことによるものであります。 

　この結果、総資産は前期末に比べ１１.０％減少し１,１７６億９３百万円となりました。 

②負債 

　流動負債は前期末に比べ１４.２％減少し５４３億３８百万円となりました。これは、主に海外向け鉄道車両に

係る前受金の減少によるものであります。固定負債は前期末に比べ１.８％減少し３４９億５１百万円となりまし

た。これは、主に投資有価証券の評価額に係る繰延税金負債の減少によるものであります。 

　この結果、負債合計は前期末に比べ９.７％減少し８９２億８９百万円となりました。 

③純資産 

　前期末に比べ１４.９％減少し２８４億３百万円となりました。これは、主に親会社株主に帰属する四半期純損

失を計上したため、利益剰余金が減少したことによるものであります。 
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　平成29年３月期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）の連結業績予想につきましては、前回発表（平成28年

７月26日）の通期の予想値を以下のとおり修正することといたしました。 

　連結業績予想につきましては、本日公表いたしました「平成29年３月期第２四半期連結業績予想と実績値との差

異および通期業績予想の修正に関するお知らせ」に記載のとおり、米国向け大型鉄道車両案件における追加の損失

引当の計上や、インドネシア向け大型鉄道車両案件における損失引当の計上のほか、過去に納入した台湾向け鉄道

車両案件の不具合への対応費用などが予想されることから、利益の見直しを行っております。 

　また、個別業績予想につきましても、米国向け大型鉄道車両案件の損失引当の計上により、当社米国子会社の

NIPPON SHARYO U.S.A.,INC.の業績が悪化し、同社への価格調整金の支払額が大幅に増加する見込みなどから、利

益の見直しを行っております。 

［平成29年３月期 通期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）連結業績予想］ 

（単位：百万円 ％） 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 

に帰属する 

当期純利益 

前回発表予想 100,000 △2,800 △2,800 △3,000 

今回発表予想 100,000 △14,800 △14,300 △13,900 

増減額 0 △12,000 △11,500 △10,900 

増減率（％） 0.0 － － － 

ご参考　前期実績（平成28年３月期） 111,006 △10,171 △10,173 △16,129 

（参考） 

［平成29年３月期 通期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）個別業績予想］ 

（単位：百万円 ％） 

売上高 経常利益 当期純利益 

前回発表予想 87,000 △2,800 △3,000 

今回発表予想 87,000 △14,500 △14,100

増減額 0 △11,700 △11,100 

増減率（％） 0.0 － － 

ご参考　前期実績（平成28年３月期） 92,098 △8,329 △17,425 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益への影響は軽微であります。 

（２）追加情報

（重要な資産の担保提供）

当社は、長期借入金24,173百万円に対して、取引金融機関からの要請により、平成28年４月20日付で投資有価証

券11,135百万円（平成28年９月末日の帳簿価額）を担保として提供しておりますが、これに加えて、当社の各製作

所の主要な資産を組成物件とする工場財団を設定し、土地11,975百万円、その他の有形固定資産4,032百万円（い

ずれも平成28年９月末日の帳簿価額）を追加の担保として提供する手続きを進めており、当該手続きは平成28年12

月末までに完了する見込みです。
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３．継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、今後に売上を予定している米国向け大型鉄道車両案件において2015年に判明した設計確認事項

についての設計見直しを実施することとしました。これにより、当該案件に大幅な納期遅延が見込まれるため、将

来発生が見込まれる損失額について合理的に見積もられる額を算出し、前連結会計年度において引当計上しまし

た。この結果、前連結会計年度は、１０１億７１百万円の営業損失となり、２期連続の営業損失を計上しました。

当第２四半期連結累計期間においては、当該案件について車両構造の基本となる構体構造からの設計見直しが必要

であるとの結論に達したため、これまでに想定していた製造コストがさらに増加する見通しとなりました。このた

め、これについて合理的に見積もられる損失額を追加で引当計上したことや、新たにインドネシア向け大型鉄道車

両案件で損失額を引当計上したことなどにより、４４億３百万円の営業損失を計上することとなりました。また、

期末においては損失額が更に悪化する見込みであり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。 

このような状況に対して、現在の状況の主なる要因たる北米事業については、大きな損失が発生している米国向け

大型鉄道車両案件に関して、設計の見直し等に的確に対応すべく、設計部門における当該案件への専任体制の強化に

加え、設計対応人員数を増強して進めています。また、製造体制の調整および見直しを進めるなど、当該案件の安定

的かつ着実な遂行に向けた取組みを行っております。また、インドネシア向け大型鉄道車両案件については、プロ

ジェクト推進体制の見直しを図るなど、これ以上損失が拡大しないよう取り組んでまいります。 

一方、主力の国内事業については、安定的に利益を計上し、鉄道車両や橋梁の新規受注が増加するなど、底堅く推

移しておりますが、更に高水準の受注獲得に努めていくとともに、好調な建設機械事業においては他事業の生産設備

の活用などにより更なる売上の拡大を目指してまいります。同時に、原価低減および経費の削減を一層推し進め、利

益体質の強化を図ってまいります。これらの施策については当社グループの総力を挙げて取り組み、業績改善に繋げ

てまいります。 

資金面については、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に

努めております。また、当社は親会社（東海旅客鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・

システム）に参画しております。これにより、資金調達については、設備投資資金および運転資金等の必要資金は内

部資金および金融機関から調達しているほか、ＣＭＳからの資金を親会社との連携強化により機動的かつ必要十分に

調達できる状態としているため、資金流動性については、資金計画に基づき想定される需要に十分対応できる資金を

確保しております。 

以上のとおり、重要事象等を解消し、改善するための対応策を講じていることから、継続企業の前提に関する重要

な不確実性は認められないと判断しております。 
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,471 8,317

受取手形及び売掛金 20,580 20,144

商品及び製品 1,404 2,079

半製品 1,247 1,256

仕掛品 34,918 26,859

原材料及び貯蔵品 2,734 1,786

その他 8,666 4,206

貸倒引当金 △2 △12

流動資産合計 77,020 64,638

固定資産

有形固定資産

土地 15,089 14,993

その他（純額） 16,183 14,782

有形固定資産合計 31,272 29,775

無形固定資産 597 852

投資その他の資産

投資有価証券 18,467 17,430

退職給付に係る資産 3,981 4,163

その他 964 872

貸倒引当金 △39 △39

投資その他の資産合計 23,373 22,426

固定資産合計 55,243 53,054

資産合計 132,264 117,693

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,393 10,010

電子記録債務 9,165 9,620

短期借入金 361 －

未払法人税等 49 189

前受金 15,601 8,579

賞与引当金 1,595 1,519

工事損失引当金 116 102

受注損失引当金 13,678 14,408

その他 11,334 9,908

流動負債合計 63,298 54,338

固定負債

長期借入金 24,173 24,173

引当金 468 471

退職給付に係る負債 241 246

その他 10,699 10,060

固定負債合計 35,582 34,951

負債合計 98,881 89,289
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,046 12,046

利益剰余金 1,966 △2,202

自己株式 △513 △513

株主資本合計 25,309 21,140

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,012 6,236

繰延ヘッジ損益 △1 29

為替換算調整勘定 △2,261 △2,252

退職給付に係る調整累計額 3,241 3,164

その他の包括利益累計額合計 7,990 7,178

非支配株主持分 82 85

純資産合計 33,383 28,403

負債純資産合計 132,264 117,693
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 53,330 50,930

売上原価 54,417 51,797

売上総損失（△） △1,086 △866

販売費及び一般管理費 3,507 3,536

営業損失（△） △4,593 △4,403

営業外収益

受取利息 3 4

受取配当金 138 138

持分法による投資利益 32 196

為替差益 － 136

その他 40 41

営業外収益合計 215 518

営業外費用

支払利息 96 87

為替差損 106 －

その他 137 50

営業外費用合計 339 138

経常損失（△） △4,717 △4,022

特別利益

固定資産売却益 11 1

投資有価証券売却益 1 23

特別利益合計 13 24

特別損失

固定資産除売却損 28 22

投資有価証券評価損 － 8

その他 2 2

特別損失合計 30 33

税金等調整前四半期純損失（△） △4,735 △4,030

法人税等 5,316 132

四半期純損失（△） △10,051 △4,163

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 5

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △10,057 △4,169
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純損失（△） △10,051 △4,163

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △882 △782

繰延ヘッジ損益 45 △12

為替換算調整勘定 △400 143

退職給付に係る調整額 △96 △76

持分法適用会社に対する持分相当額 6 △83

その他の包括利益合計 △1,327 △812

四半期包括利益 △11,379 △4,976

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △11,385 △4,981

非支配株主に係る四半期包括利益 5 5
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高

外部顧客への売上高 32,184 9,131 10,222 1,792 53,330 － 53,330

セグメント間の内部売上高

又は振替高
13 85 2 98 199 △199 －

計 32,197 9,217 10,224 1,890 53,530 △199 53,330

セグメント利益又は損失（△） △5,478 △144 1,524 79 △4,018 △574 △4,593

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△563百万円、棚卸資産の調整額△18百万円お

よびセグメント間取引消去4百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高

外部顧客への売上高 27,779 9,737 10,772 2,640 50,930 － 50,930

セグメント間の内部売上高

又は振替高
60 123 1 96 282 △282 －

計 27,840 9,861 10,773 2,737 51,212 △282 50,930

セグメント利益又は損失（△） △6,657 662 2,000 175 △3,818 △584 △4,403

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△577百万円、棚卸資産の調整額△12百万円お

よびセグメント間取引消去4百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

重要性がないため、記載を省略しております。
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５．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

事　業　区　分

前第２四半期連結累計期間

（平成27.４.１～平成27.９.30）

当第２四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.９.30）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

鉄　道　車　両 34,919 ６３.２ 17,184 ４１.２ 

輸送用機器・鉄構 9,525 １７.２ 11,041 ２６.５ 

建　設　機　械 8,914 １６.１ 10,320 ２４.７ 

そ　　の　　他 1,932 ３.５ 3,168 ７.６ 

合　　　　　計 55,292 １００.０ 41,714 １００.０ 

②受注状況

事　業　区　分

前第２四半期連結累計期間

（平成27.４.１～平成27.９.30）

当第２四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.９.30）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

受

注

高

鉄　道　車　両 5,737 ２２.１ 68,868 ７３.１

輸送用機器・鉄構 4,369 １６.８ 10,029 １０.７

建　設　機　械 11,817 ４５.５ 12,101 １２.８

そ　　の　　他 4,046 １５.６ 3,215 ３.４

合　　　　　計 25,970 １００.０ 94,214 １００.０ 

受

注

残

高

鉄　道　車　両 123,621 ８２.２ 136,900 ８１.８

輸送用機器・鉄構 17,925 １１.９ 21,867 １３.１

建　設　機　械 3,883 ２.６ 4,453 ２.６

そ　　の　　他 5,012 ３.３ 4,206 ２.５

合　　　　　計 150,442 １００.０ 167,429 １００.０ 

③販売状況

事　業　区　分

前第２四半期連結累計期間

（平成27.４.１～平成27.９.30）

当第２四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.９.30）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

鉄　道　車　両
32,184

(15,933)
６０.３

27,779

(11,608)
５４.５

輸送用機器・鉄構
9,131

(630)
１７.１

9,737

(378)
１９.１

建　設　機　械
10,222

(1,154)
１９.２

10,772

(1,290)
２１.２

そ　　の　　他
1,792

(1)
３.４

2,640

(0)
５.２

合　　　　　計

（うち海外向け売上分）

53,330

(17,719)

１００.０

(３３.２)

50,930

(13,278)

１００.０

(２６.１)
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